
ＮＨＫ受信料の補助継続と対象区域の拡大を求める意見書 

 

昭和５７年以降、米軍と自衛隊の航空基地の航空機騒音による視聴障害が起きている周

辺住民を対象に、ＮＨＫ受信料の補助が行われてきた。 

ところが政府は、昨年１２月２２日の閣議で、平成３０年度から受信料補助を廃止も含

めて見直すことを決定した。現在補助が行われている岐阜基地を含め、全国で１９カ所の

うち１６カ所が見直しの対象とされ、１５都道府県約４２万世帯・事業所が対象となると

報道されており、犬山市でも、約１，７００世帯が対象となる。 

今回の見直しでは、防音工事が完了済みの世帯は平成３０年８月で終了、一部の防音工

事済みの世帯については、補助額を減らして平成３５年度末に終了。公共施設は今年度末

で終了するとのことである。 

たとえ防音工事が行われていても自衛隊機の騒音により、テレビの音声が聞き取れない

状態は続いている。 

よって、国においては、ＮＨＫ受信料の補助継続と対象区域の拡大を進めるよう強く要

望する。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

 

 平成３０年 ６月２８日 
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